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第4期中長期計画の策定状況

第4期中長期計画策定までのスケジュール
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中長期目標改定案決定
★

中長期計画認可★

中長期計画申請★

研究開発課題設定や進め方の
具体案について審議

研究開発の取組の基本方針
案について審議

中長期目標策定に向けた検討

中長期計画策定に向けた検討

諮問★
事前評価の実施

（第1回） 事前評価の実施
（第2回以降）

事後評価の実施

答申★

評価内容の反映

国の対応*

JAEAの対応

*文部科学省国立研究開発法人審議会（第20回）資料2-7を参考に作成
https://www.mext.go.jp/content/20210423-mxt_chousei02-000014469_8.pdf

▼
第3期見込評価

主務省庁からの見直し内容の提示

▼
文科省基盤・人材作業部会(5/28)

▼
文科省基盤・人材作業部会・BE作業部会(7/5)
中長期目標・計画の策定に向けた提言(7/13)

▼
文科省基盤・人材作業部会(11/4)
▼
文科省JAEA部会(11/5)

▼
文科省JAEA部会(11/26)

1



第4期中長期計画の策定状況

科学技術・学術審議会研究計画・評価分科会 原子力科学技術委員会
原子力研究開発・基盤・人材作業部会（第８回）（令和3年5月28日開催）資料より抜粋

第4期中長期計画における機構の研究開発方針（地層処分分野）
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第4期中長期計画の策定状況

（２） 高レベル放射性廃棄物等の地層処分研究開発
原子力利用に伴い発生する高レベル放射性廃棄物等の地層処分に必要とされる

技術開発に取り組む。具体的には、高レベル放射性廃棄物等の地層処分の実現に必
要な基盤的な研究開発を着実に進め、実施主体が行う地質環境調査、処分システム
の設計・安全評価及び国による安全規制上の施策等のための技術基盤を整備、提供
する。また、幌延深地層研究計画については、調査・研究を委託や共同研究などによ
り重点化しつつ着実に進める。超深地層研究所計画については、坑道埋め戻し後の
地下水の回復状況の確認に必要な措置等を行う。さらに、これらの取組を通じ、実施
主体との人材交流等を進め、円滑な技術移転を推進する。加えて、将来に向けて幅
広い選択肢を確保し、柔軟な対応を可能とする観点から、使用済燃料の直接処分等
の代替処分オプションに関する調査・研究を着実に推進する。これらの取組により、技
術開発を総合的、計画的かつ効率的に進めることで、処分に係る技術的信頼性の更
なる向上を目指し、我が国の将来的な地層処分計画立案に資する研究成果を創出す
る。

第4期中長期目標案＊

＊ 国立研究開発法人審議会日本原子力研究開発機構部会（第28回）（令和3年11月26日開催）配付資料より抜粋
https://www.mext.go.jp/content/20211126-mxt_genshi-000018898-2.pdf

3



第4期中長期計画の策定状況

第4期中長期計画案＊

＊ 国立研究開発法人審議会日本原子力研究開発機構部会（第28回）（令和3年11月26日開催）配付資料より抜粋
https://www.mext.go.jp/content/20211126-mxt_genshi-000018898-7.pdf 4



第4期中長期計画の策定状況

（２） 高レベル放射性廃棄物等の地層処分研究開発
高レベル放射性廃棄物及び地層処分相当低レベル廃棄物（以下「高レベル放射性廃棄物等」という。）の地層処

分の実現に必要な基盤的な研究開発を着実に進めるとともに、実施主体が行う地質環境調査、処分システムの設
計・安全評価、国による安全規制上の施策等のための技術基盤を最先端のデジタル技術も取り入れつつ整備し、
提供する。さらに、これらの取組を通じ、実施主体との人材交流等を進め、円滑な技術移転を進める等社会実装を
図る。
加えて、使用済燃料の直接処分等代替処分オプションに関する調査・研究を着実に推進する。
これらの取組により、我が国の将来的な地層処分計画立案に資する研究成果を創出するとともに、地層処分計

画に基づいた地層処分事業に貢献する。
1）深地層の研究施設計画

幌延深地層研究計画（堆積岩：北海道幌延町）については、調査・研究を委託や共同研究等により重点化しつつ
着実に進める。同計画では、「令和２年度以降の幌延深地層研究計画」に基づき、実際の地質環境における人工
バリアの適用性確認、処分概念オプションの実証及び地殻変動に対する堆積岩の緩衝能力の検証を進める。研究
の実施に当たっては、稚内層深部（深度500m）に坑道を展開して研究に取り組むとともに、さらなる国内外の連携
を進め、研究開発成果の最大化を図る。これらの研究課題については、今期中長期目標期間を目途に取り組み、
その上で、国内外の技術動向を踏まえて、地層処分の技術基盤の整備の完了が確認できれば、埋め戻しを行うこ
とを具体的工程として示す。超深地層研究所計画については、「令和２年度以降の超深地層研究所計画」に基づ
き、有効性を確認したモニタリングシステムを用いた地下水の調査と地上観測孔による地下水調査を環境モニタリ
ング調査として、坑道の埋め戻し後５年程度継続して実施する。地下水の環境モニタリング調査終了後は速やかに、
地上施設の基礎コンクリート等の撤去及び地上から掘削したボーリング孔の埋め戻し、閉塞を行う。その後、用地の
整地を行い、全ての作業を完了する。また、坑道埋め戻し及び地上施設の撤去等の作業に伴う研究所周辺の環境
への影響の有無を確認するため、研究開始当初より実施している河川水等の水質分析及び騒音・振動測定といっ
た環境影響調査を継続して実施する。

第4期中長期計画案＊

＊ 国立研究開発法人審議会日本原子力研究開発機構部会（第28回）（令和3年11月26日開催）配付資料より抜粋
https://www.mext.go.jp/content/20211126-mxt_genshi-000018898-7.pdf 5



国際共同プロジェクトに関するプレスリリース

幌延深地層研究センターHPより転載
https://www.jaea.go.jp/04/horonobe/press/r3/press_1027.html
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